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性能評価業務約款改正 新旧対照表（改正理由付き）

新（改正後） 旧（改正前） 改正理由

第１章 総 則

（趣 旨）

第 1 条 この性能評価業務約款（以下「業務

約款」という。）は、株式会社全国鉄骨評価

機構（以下「機構」という。）が、性能評価

業務規程（以下「規程」という。）に基づき

評価業務の実施に必要な事項を定める。

（性能評価申請の受付）

第 2 条 機構は、性能評価申請の受付を 4 月
1 日から 5 月 15 日及び 10 月 15 日から 11月 
30 日迄の年 2 回とする。 
ただし、申請者のやむを得ない理由による場

合は、当受付期間外でも受付を行うことがで

きる。（ろ）

2  機構は申請を受けた後、評価を行い原則

6 カ月以内に申請者に性能評価書を交付す

る。（ろ）

ただし、申請者のやむを得ない理由等によ

る場合は、6 カ月を越えて性能評価書を交

付することができる。（ろ）

3 申請者は、性能評価申請に当たって 性能

第１章 総 則

（趣 旨）

第 1 条 この性能評価業務約款（以下「業務約款」

という。）は、株式会社全国鉄骨評価機構（以

下「機構」という。）が、性能評価業務規程（以

下「規程」という。）に基づき評価業務の実施

に必要な事項を定める。

（性能評価申請の受付）

第 2 条 機構は、性能評価申請の受付を 4 月
1日から 5 月 15 日及び 10 月 15 日から 11 月
 30 日迄の年 2 回とする。 
ただし、申請者のやむを得ない理由による場合

は、当受付期間外でも受付を行うことがで　

きる。（ろ）

2  機構は申請を受けた後、評価を行い原則 6
カ月以内に申請者に性能評価書を交付する。

（ろ）

ただし、申請者のやむを得ない理由等による

場合は、6 カ月を越えて性能評価書を交付する

ことができる。（ろ）

3  申請者は、性能評価申請に当たって 評価対

性能評価が有効である期間の期限を明確

に規定するため、用語の見直しを行い適切

な用語に改めた。
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評価が有効である期間の期限（以下「評価

有効期限」という。）を 5 年間としなけれ

ばならない。（い）（へ）

4  申請者は、機構の請求に応じて、申請に

係わる性能評価のために必要な追加書類

又は申請に係わるその他のものを遅滞な

く機構に提出しなければならない。

5   機構は、機構の責めに帰することが出来

ない事由により、6 カ月を超えて性能評価

書が交付できない場合は、申請者にその理

由を明示の上、性能評価をうち切ることが

出来る。

6   機構が性能評価をうち切った場合は、そ

の申請図書は返却しない。ただし、納付さ

れた手数料は返却する。

7  工場審査の前までに申請者の正当な都合

による場合は、受け付けられた性能評価申

請図書を取り下げる（別記様式 JSAO-7 に

よる。）ことができる。申請図書及び手数

料の扱いは第 6 項による。 
8 申請者は、交付された通知書(別記様式

JSAO-11 による。)に定める 評価有効期限

経過後も認定を継続しようとする場合は、

評価有効期限 以内に 性能評価が完了する

ように改めて性能評価申請をするものとす

象期間（以下「評価対象期限」という。）を 5
年間としなければならない。（い）

4 申請者は、機構の請求に応じて、申請に係わ

る性能評価のために必要な追加書類又は申請

に係わるその他のものを遅滞なく機構に提出

しなければならない。

5   機構は、機構の責めに帰することが出来ない

事由により、6 カ月を超えて性能評価書が交付

できない場合は、申請者にその理由を明示の

上、性能評価をうち切ることが出来る。

6   機構が性能評価をうち切った場合は、その申

請図書は返却しない。ただし、納付された手

数料は返却する。

7  工場審査の前までに申請者の正当な都合に

よる場合は、受け付けられた性能評価申請図

書を取り下げる（別記様式 JSAO-7 による。）

ことができる。申請図書及び手数料の扱いは

第 6 項による。 

8  申請者は、交付された通知書 (別記様式

JSAO-11 による。)に定める 評価対象期限 経過

後も認定を継続しようとする場合は、評価対象期

限 以内に改めて性能評価申請をするものとす

る。

「評価対象期限」⇒「評価有効期限」

・用語の見直しを行い適切な用語に改め

た。

「評価対象期限」⇒「評価有効期限」

・評価有効期限 経過後も認定を継続しよ

うとする場合は、評価有効期限 以内に 性
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る。

この場合、交付された通知書の 評価有効

期限 は第 3 項で規定する期間に、改めて発

生する大臣認定申請手続き期間を加えるこ

とができる。(い)（へ）

９ 前項に規定する認定の継続のための性能

評価において、新型コロナウイルス感染症

（病原体がベータコロナウイルス属のコロ

ナウイルス（令和二年一月に、中華人民共

和国から世界保健機関に対して、人に伝染

する能力を有することが新たに報告された

ものに限る。）であるものに限る。）の影

響によって、評価の完了する時期が評価有

効期限を超える場合は、機構は性能評価申

請書類により品質管理体制が適切に維持さ

れていることを確認し、運営委員会の承認

を受けたうえで、評価有効期限の延長を認

めることができる。ただし、機構は、評価

有効期限を延長しようとするときは、あら

かじめ、国土交通省に協議するものとする。

また、延長した場合における性能評価後の

新たな評価有効期限は、第4項の規定にかか

わらず、元の通知書に記載された評価有効

期限の5年後とする。(ほ)（へ） 

10 申請者は、評価後、業務約款細則に定め

この場合、交付された通知書の評価対象期限は第3
項で規定する期間に、改めて発生する大臣認定申

請手続き期間を加えることができる。(い)

９ 前項に規定する認定の継続のための性能評価

において、新型コロナウイルス感染症（病原体が

ベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和

二年一月に、中華人民共和国から世界保健機関に

対して、人に伝染する能力を有することが新たに

報告されたものに限る。）であるものに限る。）

の影響によって、評価の完了する時期が評価対象

期限を超える場合は、機構は性能評価申請書類に

より品質管理体制が適切に維持されていること

を確認し、運営委員会の承認を受けたうえで、評

価対象期限の延長を認めることができる。ただ

し、機構は、評価対象期限を延長しようとすると

きは、あらかじめ、国土交通省に協議するものと

する。(ほ) 

10 申請者は、評価後、業務約款細則に定める

能評価が完了するように 改めて性能評価

申請をするよう明確に規定した。全鉄評の

場合は、申請書受付から評価書発行まで６

か月としているため、評価有効期限の６か

月前に申し込むこととなる。

・用語の見直しを行い適切な用語に改め

た。

「評価対象期限」⇒「評価有効期限」

同上

延長した場合における性能評価後の新た

な評価有効期限を明確に規定した。例えば

評価有効期限を６か月延長した場合は、新

たな評価の評価有効期限は４年６か月と

なる。
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る変更事項が発生した場合、速やかに機構の

代表取締役社長（以下「社長」という。）に届出

を行い、運営委員会の審議を経て、再評価を受

けるものとする。(ほ) 

第２章 性能評価手数料

（性能評価手数料）

第 3 条 申請者は、規程第 7 条第 3 項に定め

る建築鉄骨溶接構造性能評価申請書に受付

印を押印した写しの交付を受けたとき、第 3
項に定める評価の区分に応じた性能評価に

係わる手数料を請求の日から 1 カ月以内

に、機構が定める銀行口座に振り込まなけ

ればならない。

2 申請者と機構は前項の受付印を押印した

日をもって契約締結したものとする。

3 評価の区分による性能評価に係わる手数

料は下記による。

（評価の区分） 手数料（消費税につい

ては非課税扱い）

Ｓグレード 102 万円（は）（に） 
Ｈグレード 72 万円（に） 
Ｍグレード 46 万円（に） 
Ｒグレード 36 万円（に） 

変更事項が発生した場合、速やかに機構の代表

取締役社長（以下「社長」という。）に届出を行

い、運営委員会の審議を経て、再評価を受けるも

のとする。(ほ)　　　　　　　　　　　　　　　
　　　第２章 性能評価手数料

（性能評価手数料）

第 3 条 申請者は、規程第 7 条第 3 項に定める

建築鉄骨溶接構造性能評価申請書に受付印を

押印した写しの交付を受けたとき、第 3 項に定

める評価の区分に応じた性能評価に係わる手

数料を請求の日から 1 カ月以内に、機構が定め

る銀行口座に振り込まなければならない。

2 申請者と機構は前項の受付印を押印した日を

もって契約締結したものとする。

3 評価の区分による性能評価に係わる手数料は

下記による。

（評価の区分） 手数料（消費税につい

ては非課税扱い）

Ｓグレード 102 万円（は）（に） 
Ｈグレード 72 万円（に） 
Ｍグレード 46 万円（に） 
Ｒグレード 36 万円（に） 
Ｊグレード 26 万円（に） Ｊグレード 26 万円（に） 
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第３章 そ の 他

（細目の委任）

第 4 条 この業務約款を実施し又は補足する

ために必要な事項は、社長が別に定める。

（業務約款の改正等）

第 5 条 この業務約款を改正し又は廃止しよ

うとするときは、社長は機構の取締役会の

審議を経て行う。

（附 則）－平成 20 年 3 月 31 日制定－ 
この約款は、平成 20 年 4 月 1 日より実施す

る。

（附 則）（い）

 改正後の約款は、平成 23 年 4 月１日より実施

する。

（附 則）（ろ） 

改正後の約款は、平成 24 年 11 月１日より実

施する。

（附 則）（は） 改正後の約款は、平成 26 年 4

月１日より実施する。

（附 則）（に） 改正後の約款は、令和元年 10

第３章 そ の 他

（細目の委任）

第 4 条 この業務約款を実施し又は補足するた

めに必要な事項は、社長が別に定める。

（業務約款の改正等）

第 5 条 この業務約款を改正し又は廃止しよう

とするときは、社長は機構の取締役会の審議を

経て行う。

（附 則）－平成 20 年 3 月 31 日制定－ 
この約款は、平成 20 年 4 月 1 日より実施する。 

（附 則）（い）

 正後の約款は、平成 23 年 4 月１日より実施する。 

（附 則）（ろ） 

改正後の約款は、平成 24 年 11 月１日より実施す

る。  

（附 則）（は） 改正後の約款は、平成 26 年 4 月１

日より実施する。  

（附 則）（に） 改正後の約款は、令和元年 10 月

１日より実施する。 

（附 則）（ほ） 改正後の約款は、令和 2 年 5 月 29
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月１日より実施する。

（附 則）（ほ） 改正後の約款は、令和 2 年 5

月 29 日より実施する。 

（附 則）（へ） 改正後の約款は、令和 2 年 12

月 10 日より実施する。 

日より実施する。

改正後の約款は令和 2 年 12 月 10 日より

実施し、改正箇所は（へ）を付けた。
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性能評価業務約款細則改正 新旧対照表（改正理由付き）

新（改正後） 旧（改正前） 改正理由

（趣 旨） 

第 1 条 この性能評価業務約款細則（以下「細則」

という。）は、株式会社全国鉄骨評価機構（以下「機

構」という。）が、性能評価業務規程（以下「規程」

という。）及び性能評価業務約款（以下「約款」と

いう。）に関連した性能評価業務の実施に必要な補

足事項を定める。 

（契約の締結） 

第 2 条 申請者（以下「甲」という。）及び機構（以下

「乙」という。）は、乙の規程並びに約款及びこの細

則に定められた事項を内容とする契約（以下「この契

約」という。）を履行する。なお、申請書は契約図書

の一つとみなす。 

2 この契約は、甲が乙に申請書を提出し、約款第 3 条

第 2 項の定めにより乙が申請書に受付印を押印した

日をもって、締結がなされたものとする。 

3 乙は、申請書に受付印を押印した日から性能評価業

務（以下「業務」という。）を行い、甲に対し規程第

11 条に定める性能評価書の交付又は性能評価書の交

付できない旨の通知書をもって、規程第 8 条第 3 項

に定める 6 カ月以内に通知を発しなければならない。 

（趣 旨） 

第 1 条 この性能評価業務約款細則（以下「細則」

という。）は、株式会社全国鉄骨評価機構（以下「機

構」という。）が、性能評価業務規程（以下「規程」

という。）及び性能評価業務約款（以下「約款」と

いう。）に関連した性能評価業務の実施に必要な補

足事項を定める。 

（契約の締結） 

第 2 条 申請者（以下「甲」という。）及び機構（以下

「乙」という。）は、乙の規程並びに約款及びこの細

則に定められた事項を内容とする契約（以下「この契

約」という。）を履行する。なお、申請書は契約図書

の一つとみなす。 

2 この契約は、甲が乙に申請書を提出し、約款第 3 条

第 2 項の定めにより乙が申請書に受付印を押印した

日をもって、締結がなされたものとする。 

3 乙は、申請書に受付印を押印した日から性能評価業

務（以下「業務」という。）を行い、甲に対し規程第

11 条に定める性能評価書の交付又は性能評価書の交

付できない旨の通知書をもって、規程第 8 条第 3 項に

定める 6 カ月以内に通知を発しなければならない。
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4 乙は、甲から乙の業務の方法について説明を求めら

れたときは、速やかにこれに応じなければならない。 

5 甲は、乙から提出図書について説明を求められたと

きは、これに応じなければならない。 

6 甲は、乙が提出された書類のみで業務を行う事が困

難であると認め、当該業務を行うために必要な追加書

類又は当該業務の対象実物その他これに類するもの

の提出を請求した場合、請求された内容のものを甲乙

合意のうえ定めた期日までに提出しなければならな

い。

7 甲は、乙に対して約款第 3 条に定める評価手数料を

請求の日から 1 カ月以内に、乙の指定する口座に振り

込まなければならない。 

8 この契約における期間の定めについては、民法 の定

めるところによる。（ろ） 

（業務期日） 

第 3 条 乙の業務期日は、第 2 条第 2 項の契約締結の

日から 6 カ月を経過する迄の日とする。

2 乙は、天変地異、戦争、暴動、疫病、内乱、法令の

制定・改廃、輸送機関の事故その他の不可抗力によっ

て、第 1 項に定める業務期日までに第 2 条第 3 項の通

知を発することができない場合は、甲に対し、その理

由を明示のうえ、必要と認められる業務期日の延期を

請求することができる。（ろ） 

4 乙は、甲から乙の業務の方法について説明を求めら

れたときは、速やかにこれに応じなければならない。 

5 甲は、乙から提出図書について説明を求められたと

きは、これに応じなければならない。 

6 甲は、乙が提出された書類のみで業務を行う事が困

難であると認め、当該業務を行うために必要な追加書

類又は当該業務の対象実物その他これに類するもの

の提出を請求した場合、請求された内容のものを甲乙

合意のうえ定めた期日までに提出しなければならな

い。

7 甲は、乙に対して約款第 3 条に定める評価手数料を

請求の日から 1 カ月以内に、乙の指定する口座に振り

込まなければならない。 

8 この契約における期間の定めについては、民法（明

治 29 年法律第 89 号）の定めるところによる。

（業務期日） 

第 3 条 乙の業務期日は、第 2 条第 2 項の契約締結の

日から 6 カ月を経過する迄の日とする。

2 乙は、天変地異、法令の制定・改廃、輸送機関の事

故その他の不可抗力によって、第 1
項に定める業務期日までに第 2 条第 3 項の通知を発す

ることができない場合は、甲に対し、その理由を明示

のうえ、必要と認められる業務期日の延期を請求する

ことができる。 

平成 30 年５月  の民法改正に

伴い、「期間の定め」等、この約

款の定めにないものについては、

改正された民法によることとす

るため、「明治 29年法律第 89 号」

を削除した。 

天変地異等の不可抗力として、具

体的に戦争、暴動、疫病、内乱を

追記した。 
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3 前項に規定する場合のほか、甲が、その理由を明示

のうえ、乙に書面をもって業務期日の延期を申し出た

場合で、当該理由が正当であると乙が認めたときにあ

っては、乙は業務期日を延期することができる。 

4 前 2 項の場合、乙が業務期日を延期したことによっ

て甲に生じた損害については、乙はその賠償の責に任

じないものとする。 

（審査中の申請内容の変更） 

第 4 条 甲は、乙が第 2 条第 3 項の通知を発するまで

に甲の都合により申請内容について次のいずれかの

一に該当するにいたった場合は、その旨を直ちに乙に

通知し、甲乙合意のうえ定めた期日までに乙に変更部

分の提出図書を提出しなければならない。 

（1）経営上の都合で名称を変更したとき

（2）行政区画の変更などによって地番などが変わった

とき 

（3）株式会社、有限会社などの組織変更があったと き

（4）認定書に付する予定の表示事項などで変更があっ

たとき 

（5）申請者に相続があったとき

2 前項の定めに係わらず申請内容の変更が、規程第 9
条第 2 項に定める区分の変更等、大幅なものと乙が認

める場合にあっては、甲は当初の申請内容に係わる業

務の申請を取り下げなければならない。 

3 前項に規定する場合のほか、甲が、その理由を明示

のうえ、乙に書面をもって業務期日の延期を申し出た

場合で、当該理由が正当であると乙が認めたときにあ

っては、乙は業務期日を延期することができる。 

4 前 2 項の場合、乙が業務期日を延期したことによっ

て甲に生じた損害については、乙はその賠償の責に任

じないものとする。 

（審査中の申請内容の変更） 

第 4 条 甲は、乙が第 2 条第 3 項の通知を発するまで

に甲の都合により申請内容について次のいずれかの

一に該当するにいたった場合は、その旨を直ちに乙に

通知し、甲乙合意のうえ定めた期日までに乙に変更部

分の提出図書を提出しなければならない。 

（1）経営上の都合で名称を変更したとき

（2）行政区画の変更などによって地番などが変わった

とき 

（3）株式会社、有限会社などの組織変更があったとき

（4）認定書に付する予定の表示事項などで変更があっ

たとき 

（5）申請者に相続があったとき

2 前項の定めに係わらず申請内容の変更が、規程第 9
条第 2 項に定める区分の変更等、大幅なものと乙が認

める場合にあっては、甲は当初の申請内容に係わる業

務の申請を取り下げなければならない。 
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3 前項の申請の取り下げがなされた場合は、第 10条第

2 項の契約解除があったものとし、第 10 条第 5 項及

び第 10 条第 6項を適用する。（ろ） 

（乙の債務不履行責任）

第 5 条 甲は、乙がこの契約に違反した場合において、

その効果がこの契約に定められているもののほかに、

甲に損害が生じた場合においては、乙に対し、その賠

償を請求することができる。ただし、乙がその責に帰

することが出来ない事由によることを証明したとき

は、この限りでない 

（甲の債務不履行責任）

第 6 条 乙は、甲がこの契約に違反した場合において、

その効果がこの契約に定められているもののほかに、

乙に損害が生じたときは、甲に対し、その賠償を請求

することができる。ただし、甲がその責に帰すること

が出来ない事由によることを証明したときは、この限

りでない。 

（申請工場の単位） 

第 7 条 申請工場は一工場を一単位とする規程第 6 条

第 1 項の定めに基づくが、申請工場以外の複数の自社

工場（以下「分工場」という。）が次の事項を全て満

たす場合は、申請工場と同一単位の工場と認める。

3 前項の申請の取り下げがなされた場合は、第 11 条第

3 項の契約解除があったものとする。

（乙の債務不履行責任）

第 5 条 甲は、乙がこの契約に違反した場合において、

その効果がこの契約に定められているもののほかに、

甲に損害が生じた場合においては、乙に対し、その賠

償を請求することができる。ただし、乙がその責に帰

することが出来ない事由によることを証明したとき

は、この限りでない。 

（甲の債務不履行責任）

第 6 条 乙は、甲がこの契約に違反した場合において、

その効果がこの契約に定められているもののほかに、

乙に損害が生じたときは、甲に対し、その賠償を請求

することができる。ただし、甲がその責に帰すること

が出来ない事由によることを証明したときは、この限

りでない。 

（申請工場の単位） 

第7条 申請工場は一工場を一単位とする規程第6条第

1 項の定めに基づくが、申請工場以外の複数の自社工

場（以下「分工場」という。）が次の事項を全て満た

す場合は、申請工場と同一単位の工場と認める。 

3．第２項により甲が申請を取り

下げた場合は、第 10 条第 2 項

の契約解除 （甲は、乙が第 2

号第3項の通知を発するまでの

間、いつでも乙に書面をもって

申請を取り下げる旨の通知を

する事でこの契約を解除する

ことができる。）があったもの

とし、第 10 条第 5 項 （契約解

除の場合、乙は、手数料が既に

支払われているときはこれを

甲に返還せず、また当該手数料

が未だ支払われていないとき

はこれの支払を甲に請求する

ことができる）及び第 10条第 6

項（乙は、損害を受けていると

きは、その賠償を甲に請求する

ことができる。）が適用できる

ことを適用する。 として乙の

解除権の規定が適用されるこ

とを明確化した。 
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（い） 

（1）申請工場の総務、経理及び品質等の管理組織が、

分工場も含め一体として統括管理・運営されている。

(い) 
（2）同一単位の各工場の機能分担が明確で鉄骨製作上

補完関係にあると認められる。(い)
（3）分工場は、申請工場から直線距離で 10.0km 程度

の範囲内に位置している。(い)

（改善実施） 

第 8 条 甲は、工場審査中に評価員から規程第 9 条第 4
項に定める改善の要求があった場合、規程第 9 条第 5
項に定める当該部分の改善の実施の内容を、合意のう

え定めた期日迄に乙に提出しなければならない。 

2 規程第 9 条第 5 項に定める改善報告書に基づく改善

の実施の確認が必要な場合、工場審査表（別記様式）

に評価員が改善の確認者を定める。 

（性能評価の判断の誤りに対する乙の責任） 

第 9 条 甲は、第 5 条の定めに係わらず、第 2 条第 3
項の通知を受けた後に性能評価の判断に誤りが発見

された場合、乙に対して、追完及び損害賠償を請求す

ることができる。ただし、損害賠償については、その

誤りが次の各号の一に該当することに基づくもので

あることを乙が証明したときは、この限りでない。 

（い） 

（1）申請工場の総務、経理及び品質等の管理組織が、

分工場も含め一体として統括管理・運営されている。

(い) 
（2）同一単位の各工場の機能分担が明確で鉄骨製作上

補完関係にあると認められる。(い)
（3）分工場は、申請工場から直線距離で 10.0km 程度

の範囲内に位置している。(い)

（改善実施） 

第 8 条 甲は、工場審査中に評価員から規程第 9 条第 4
項に定める改善の要求があった場合、規程第 9 条第 5
項に定める当該部分の改善の実施の内容を、合意のう

え定めた期日迄に乙に提出しなければならない。 

2 規程第 9 条第 5 項に定める改善報告書に基づく改善

の実施の確認が必要な場合、工場審査表（別記様式）

に評価員が改善の確認者を定める。 

（性能評価の判断の誤りに対する乙の責任） 

第 9 条 甲は、第 5 条の定めに係わらず、第 2 条第 3
項の通知を受けた後に性能評価の判断に誤りが発見

された場合、乙に対して、追完及び損害賠償を請求す

ることができる。ただし、損害賠償については、その

誤りが次の各号の一に該当することに基づくもので

あることを乙が証明したときは、この限りでない。 
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（1）甲の申請図書に故意または誤謬に基づく虚偽の記

載があった場合 

（2）業務を行った時点の技術水準では予見が困難であ

った場合 

（3）前各号のほか、乙の責に帰することができない事

由であった場合 

2 前項の請求は、第 2 条第 3 項の通知の日から 1 年以

内に行わなければならない。 

3 甲は、第 2 条第 3 項の通知の際に性能評価の判断に

誤りがあることを知ったときは、第 1 項の規定に係わ

らず、その旨を第 2 条第 3 項の通知の日から 6 カ月

以内に乙に通知しなければ、追完及び損害賠償を請求

することはできない。ただし、乙がその誤りがあるこ

とを知っていたときは、この限りでない。 

（甲の解除権）

第 10 条 甲は、次の各号の一に該当するときは、その

理由を明示のうえ、乙に書面をもって通知してこの契

約を解除することができる。 

（1）乙がその責に帰すべき事由により、第 3 条に定め

る業務期日までに第 2条第 3項の通知を発しないとき

（2）乙がその責に帰すべき事由によりこの契約に違反

し、甲が相当期間を定めて催告してもその違反が是正

されないとき 

（3）前各号のほか、乙の責に帰すべき事由により、こ

（1）甲の申請図書に故意または誤謬に基づく虚偽の記

載があった場合 

（2）業務を行った時点の技術水準では予見が困難であ

った場合 

（3）前各号のほか、乙の責に帰することができない事

由であった場合 

2 前項の請求は、第 2 条第 3 項の通知の日から 1 年以

内に行わなければならない。 

3 甲は、第 2 条第 3 項の通知の際に性能評価の判断に

誤りがあることを知ったときは、第 1 項の規定に係わ

らず、その旨を第 2 条第 3 項の通知の日から 6 カ月

以内に乙に通知しなければ、追完及び損害賠償を請求

することはできない。ただし、乙がその誤りがあるこ

とを知っていたときは、この限りでない。 

（甲の解除権）

第 10 条 甲は、次の各号の一に該当するときは、その

理由を明示のうえ、乙に書面をもって通知してこの契

約を解除することができる。 

（1）乙がその責に帰すべき事由により、第 3 条に定める

業務期日までに第 2 条第 3 項の通知を発しないとき

（2）乙がその責に帰すべき事由によりこの契約に違反

し、甲が相当期間を定めて催告してもその違反が是正

されないとき 

（3）前各号のほか、乙の責に帰すべき事由により、この
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の契約を維持することが相当でないと認められると

き 

2 甲は、乙が第 2 号第 3 項の通知を発するまでの間、

いつでも乙に書面をもって申請を取り下げる旨の通

知をする事でこの契約を解除することができる。 

3 第 1 項の契約解除の場合、甲は、手数料が既に支払

われているときはこれらの返還を乙に請求すること

ができる。 

4 第 1 項の契約解除の場合、前項に定めるほか、甲は、

損害を受けているときは、その賠償を乙に請求するこ

とができる。 

5 第 2 項の契約解除の場合、乙は、手数料が既に支払

われているときはこれを甲に返還せず、また当該手数

料が未だ支払われていないときはこれの支払を甲に

請求することができる。

6 前 2 項の契約解除の場合、前項に定めるほか、乙は、

損害を受けているときは、その賠償を甲に請求するこ

とができる。 

（乙の解除権）

第 11 条 乙は、次の各号の一に該当するときは、その

理由を明示のうえ、甲に書面をもって通知してこの契

約を解除することができる。 

（1）甲がこの契約に従って支払うべき手数料の支払い

を遅延したとき

契約を維持することが相当でないと認められるとき 

2 甲は、乙が第 2 号第 3 項の通知を発するまでの間、

いつでも乙に書面をもって申請を取り下げる旨の通

知をする事でこの契約を解除することができる。 

3 第 1 項の契約解除の場合、甲は、手数料が既に支払

われているときはこれらの返還を乙に請求すること

ができる。 

4 第 1 項の契約解除の場合、前項に定めるほか、甲は、

損害を受けているときは、その賠償を乙に請求するこ

とができる。 

5 第 2 項の契約解除の場合、乙は、手数料が既に支払

われているときはこれを甲に返還せず、また当該手数

料が未だ支払われていないときはこれの支払を甲に

請求することができる。

6 前 2 項の契約解除の場合、前項に定めるほか、乙は、

損害を受けているときは、その賠償を甲に請求するこ

とができる。 

（乙の解除権）

第 11 条 乙は、次の各号の一に該当するときは、その

理由を明示のうえ、甲に書面をもって通知してこの契

約を解除することができる。 

（1）甲がこの契約に従って支払うべき手数料の支払い

を遅延したとき
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（2）甲が第 2 条第 6 項及び第 8 項並びに第 4 条第 1 項

及び第 8条第 1 項に定める責務を怠ったときその他甲

の責に帰すべき事由により、第 3 条に定める業務期日

までに第 2 条第 3項の通知を発することができないと

き

（3）甲が第 4 条第 2 項の規程に基づき申請を取り下げ

ず、乙が相当期間を定めて催告してもその申請を取り

下げないとき

（4）甲がその責に帰すべき事由によりこの契約に違反

し、乙が相当期間を定めて催告してもその違反が是正

されないとき

（5）前各号のほか、甲の責に帰すべき事由により、こ

の契約を維持することが相当でないと認められると

き

2 前項の契約解除の場合、乙は、手数料が既に支払わ

れているときは手数料を甲に返還せず、又当該手数料

が未だ支払われていないときは当該手数料の支払い

を甲に請求することができる。 

3 第 1 項の契約解除の場合、前項に定めるほか、乙は、

損害を受けているときは、その賠償を甲に請求するこ

とができる。 

（認定の申請） 

第 12 条 性能評価書交付を受けた者が、国土交通大臣

認定を申請しようとする場合は、別に定める認定申請

（2）甲が第 2 条第 6 項及び第 8 項並びに第 4 条第 1 項

及び第 8条第1項に定める責務を怠ったときその他甲

の責に帰すべき事由により、第 3 条に定める業務期日

までに第2条第 3項の通知を発することができないと

き

（3）甲が第 4 条第 2 項の規程に基づき申請を取り下げ

ず、乙が相当期間を定めて催告してもその申請を取り

下げないとき

（4）甲がその責に帰すべき事由によりこの契約に違反

し、乙が相当期間を定めて催告してもその違反が是正

されないとき

（5）前各号のほか、甲の責に帰すべき事由により、こ

の契約を維持することが相当でないと認められると

き

2 前項の契約解除の場合、乙は、手数料が既に支払わ

れているときは手数料を甲に返還せず、又当該手数料

が未だ支払われていないときは当該手数料の支払い

を甲に請求することができる。 

3 第 1 項の契約解除の場合、前項に定めるほか、乙は、

損害を受けているときは、その賠償を甲に請求するこ

とができる。 

（認定の申請） 

第 12 条 性能評価書交付を受けた者が、国土交通大臣

認定を申請しようとする場合は、別に定める認定申請
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書（別記様式ＪＳＡＯ-13）に認定手数料（収入印紙 2
万円）を貼付け、指定された期日までに機構に認定の

申請をすることが出来る。 

2 機構は申請者に代わって認定申請の業務を代行す

る。 

3 前項の業務代行手数料は別に定める。 

（認定工場の継続等） 

第 13 条 機構が交付した性能評価書を添付し国土交通

大臣の認定を受けた鉄骨製作工場（以下「認定工場」

という。）は次のいずれかの一に該当するにいたった

場合は、規程第 6 条に定める性能評価用申請図書を提

出し、評価を受けなければならない。（い） 

（1）業務約款第 2 条第 8 項に定める 評価有効期限 経

過後も認定工場の継続をしようとするとき（ろ）

（2）認定工場は認定書の適用範囲、認定書別添の品質

管理体制及び社内規格・基準、製造設備、検査設備・

機器等性能評価の内容に変更を生じ、認定を受けた

評価の区分に適合しなくなったとき

（3）認定を受けた工場を移転したとき

（認定工場の変更事項の届出等） 

第 14 条 国土交通大臣の認定を受けた鉄骨製作工場

は、次のいずれかに該当するに至った場合、1 カ月以

内にその旨を機構の代表取締役社長（以下「社長」と

書（別記様式ＪＳＡＯ-13）に認定手数料（収入印紙

2 万円）を貼付け、指定された期日までに機構に認定

の申請をすることが出来る。 

2 機構は申請者に代わって認定申請の業務を代行す

る。 

3 前項の業務代行手数料は別に定める。 

（認定工場の継続等） 

第 13 条 機構が交付した性能評価書を添付し国土交通

大臣の認定を受けた鉄骨製作工場（以下「認定工場」

という。）は次のいずれかの一に該当するにいたった

場合は、規程第 6 条に定める性能評価用申請図書を提

出し、評価を受けなければならない。（い） 

（1）業務約款第 2 条第 8 項に定める 評価対象期限 経

過後も認定工場の継続をしようとするとき

（2）認定工場は認定書の適用範囲、認定書別添の品質

管理体制及び社内規格・基準、製造設備、検査設備・

機器等性能評価の内容に変更を生じ、認定を受けた

評価の区分に適合しなくなったとき

（3）認定を受けた工場を移転したとき

（認定工場の変更事項の届出等） 

第 14 条 国土交通大臣の認定を受けた鉄骨製作工場

は、次のいずれかに該当するに至った場合、1 カ月以

内にその旨を機構の代表取締役社長（以下「社長」と

用語の統一を行う。 

「評価対象期限」⇒「評価有効期

限」 
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いう。）に届出なければならない。 

（1）認定工場の認定書の適用範囲、認定書別添の品質

管理体制及び社内規格・基準、製造設備、検査設備・

機器等認定の内容に変更があったとき 

（2）認定工場の事業主が代わったとき 

（3）認定工場が吸収合併、分離独立又は譲渡されたと

き 

（4）認定工場を廃止又は認定に係わる事業を停止した

とき 

2 社長は、前項 の届出があった場合、規程第 16 条に

定める性能評価運営委員会の審議を経て、次の事項に

ついて文書により認定工場に通知しなければならな

い。（ろ） 

（1）改めて性能評価が必要か否か 

（2）一定期間内での改善の実施が必要であるか 

3 社長は、前項の審議にあたり、届出書類の事実確認

等の調査が必要であると認めた場合、工場の実施状況

の確認等必要な調査を当該工場へ通知のうえ実施し、

届出書類に調査報告書を添付し、性能評価運営委員会

に提出しなければならない。 

4 社長は、第 1 項の事実発生にも係わらず届出がない

ことが判明したとき、及び、問題提起等により認定工

場の適合性に疑義が生じた場合、当該工場に通知のう

え事実確認の調査を行わせることができる。調査の結

果、認定書（別添を含む）の記載内容と異なる事実が

いう。）に届出なければならない。 

（1）認定工場の認定書の適用範囲、認定書別添の品質管

理体制及び社内規格・基準、製造設備、検査設備・

機器等認定の内容に変更があったとき 

（2）認定工場の事業主が代わったとき 

（3）認定工場が吸収合併、分離独立又は譲渡されたと

き 

（4）認定工場を廃止又は認定に係わる事業を停止した

とき 

2 社長は、前項第 1 号 の届出があった場合、規程第

16 条に定める性能評価運営委員会の審議を経て、次

の事項について文書により認定工場に通知しなけれ

ばならない。 

（1）改めて性能評価が必要か否か 

（2）一定期間内での改善の実施が必要であるか 

3 社長は、前項の審議にあたり、届出書類の事実確認

等の調査が必要であると認めた場合、工場の実施状況

の確認等必要な調査を当該工場へ通知のうえ実施し、

届出書類に調査報告書を添付し、性能評価運営委員会

に提出しなければならない。 

4 社長は、第 1 項の事実発生にも係わらず届出がない

ことが判明したとき、及び、問題提起等により認定工

場の適合性に疑義が生じた場合、当該工場に通知のう

え事実確認の調査を行わせることができる。調査の結

果、認定書（別添を含む）の記載内容と異なる事実が

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 14 条第１項に規定した(1)～

(4)すべての届出に対して,規

程第 16 条に定める性能評価運

営委員会の審議が必要で、「前

項第１号」は「前項」の誤りで

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



11 

判明した場合は、第 2 項によるものとする。

5 第 1 項の届出工場及び第 4 項に該当する工場は、第

3項及び第4項に定める調査に協力しなければならな

い。性能評価運営委員会は、当該認定工場の協力がな

く事実確認できない時は、改めて性能評価が必要な工

場とみなす。 

6 第 2 項及び第 4 項の規定により改善の実施が求めら

れた工場は、通知書発行日から 1 カ月以内に、改善の

実施を行い、改善報告書を機構に提出しなければなら

ない。 

7 第 2 項、第 4 項及び第 5 項の規定により改めて性能

評価が必要となった工場は、通知書発行日から 1 カ月

以内に性能評価の申請をしなければならない。 

（民事再生手続き等） 

第 15 条 認定工場が民事再生法ならびに会社更生法等

の手続きを開始し、手続開始決定及び再建計画の認可

を受けた場合には、その決定内容及び工場の実態をそ

れぞれ 1カ月以内に機構の社長に届出なければならな

い。 

2  社長は、前項のそれぞれの届出があった場合には、

性能評価運営委員会の審議を経て、次の事項について

文書により当該認定工場に通知しなければならない。 

（1）改めて性能評価が必要か否か

（2）一定期間内での改善の実施が必要であるか

判明した場合は、第 2 項によるものとする。

5 第 1 項の届出工場及び第 4 項に該当する工場は、第

3項及び第 4項に定める調査に協力しなければならな

い。性能評価運営委員会は、当該認定工場の協力がな

く事実確認できない時は、改めて性能評価が必要な工

場とみなす。 

6 第 2 項及び第 4 項の規定により改善の実施が求めら

れた工場は、通知書発行日から 1 カ月以内に、改善の

実施を行い、改善報告書を機構に提出しなければなら

ない。 

7 第 2 項、第 4 項及び第 5 項の規定により改めて性能

評価が必要となった工場は、通知書発行日から 1 カ月

以内に性能評価の申請をしなければならない。 

（民事再生手続き等） 

第 15 条 認定工場が民事再生法ならびに会社更生法等

の手続きを開始し、手続開始決定及び再建計画の認可

を受けた場合には、その決定内容及び工場の実態をそ

れぞれ 1 カ月以内に機構の社長に届出なければなら

ない。 

2 社長は、前項のそれぞれの届出があった場合には、

性能評価運営委員会の審議を経て、次の事項について

文書により当該認定工場に通知しなければならない。 

（1）改めて性能評価が必要か否か

（2）一定期間内での改善の実施が必要であるか
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3  社長は、前項の審議にあたり必要があると認めた場

合には、当該認定工場へ立ち入り通知をし、実態の事

実確認を調査させることができる。 

4  社長は、第 1 項の届出がそれぞれの期日までになさ

れない場合は、当該認定工場に立ち入り調査の通知を

したうえで、工場の実施状況等の事実確認を調査させ

ることができる。調査の結果に対しては、第 2 項によ

るものとする。 

5  第 2 項及び第 4 項の規定により、改善の実施が求め

られた工場又は改めて性能評価が必要となった工場

は、第 14 条第 6 項又は第 7 項によるものとする。 

 

（認定工場の公表等） 

第 16 条 機構で性能評価書を交付された認定工場につ

いて、認定工場名簿を作成し、次の事項を公表する。

（ろ） 

（1）会社名、認定工場名、代表者名 

（2）認定工場所在地、電話番号 

（3）国土交通大臣認定番号、評価有効期限 

2  社長は、認定工場が次のいずれかの一に該当するに

至った場合には、国土交通大臣に報告するとともに、

当該工場が性能評価基準に適合しない旨を公表し、第

16 条第 1 項の規定により公表している認定工場名簿

から削除する。 

（1）第 13 条第 1 号に定める評価有効期限以内に性能

3 社長は、前項の審議にあたり必要があると認めた場

合には、当該認定工場へ立ち入り通知をし、実態の事

実確認を調査させることができる。 

4 社長は、第 1 項の届出がそれぞれの期日までになさ

れない場合は、当該認定工場に立ち入り調査の通知を

したうえで、工場の実施状況等の事実確認を調査させ

ることができる。調査の結果に対しては、第 2 項によ

るものとする。 

5 第 2 項及び第 4 項の規定により、改善の実施が求め

られた工場又は改めて性能評価が必要となった工場

は、第 14 条第 6 項又は第 7 項によるものとする。 

 

（認定工場の公表等） 

第 16 条 機構で性能評価書を交付された認定工場につ

いて、認定工場名簿を作成し、次の事項を公表する。 

 

（1）認定工場名、認定工場所在地、電話番号 

（2）認定工場代表者名、所在地、電話番号 

（3）国土交通大臣認定番号、評価年月日 

２ 社長は、認定工場が次のいずれかの一に該当するに

至った場合には、国土交通大臣に報告するとともに、

当該工場が性能評価基準に適合しない旨を公表し、第

16 条第 1 項の規定により公表している認定工場名簿

から削除する。 

（1）第 13 条第 1 号に定める評価有効期限以内に性能

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認定工場の公表項目を整理し、必

要な情報を見直した。 
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評価申請を怠り、再々の督促にも応じなかったとき 

（2）第 13 条第 2 号及び第 3 号の規定に係わらず性能

評価の申請を怠り、再々の督促にも応じなかったと

き

（3）第 14 条第 6 項及び第 15 条第 2 項により改善要求

の通知を受け、再々の督促にも係わらず改善報告を

怠ったとき 

（4）第 14 条第 7 項及び第 15 条第 2 項により改めて性

能評価の申請が必要と通知を受け、再々の督促にも

係わらず申請を怠ったとき 

（5）第 15 条第 4 項に定める工場実態調査に協力しな

かったとき

（別途協議事項） 

第 17 条 この契約に定めのない事項及び解釈につき疑

義が生じた事項については、甲乙信義誠実の原則に則

り甲乙協議のうえ定めるものとする。 

（附 則）－平成 20 年 3 月 31 日制定－

この細則は、平成 20 年 4 月 1 日より実施する。

（附 則）（い） 

改正後の細則は、平成 23 年 4 月 1 日より実施する。

（附 則）（ろ） 

改正後の細則は、令和 2年 12月 10 日より実施する。 

評価申請を怠り、再々の督促にも応じなかったとき 

（2）第 13 条第 2 号及び第 3 号の規定に係わらず性能

評価の申請を怠り、再々の督促にも応じなかったと

き

（3）第 14 条第 6 項及び第 15 条第 2 項により改善要求

の通知を受け、再々の督促にも係わらず改善報告を

怠ったとき 

（4）第 14 条第 7 項及び第 15 条第 2 項により改めて性

能評価の申請が必要と通知を受け、再々の督促にも

係わらず申請を怠ったとき 

（5）第 15 条第 4 項に定める工場実態調査に協力しな

かったとき

（別途協議事項） 

第 17 条 この契約に定めのない事項及び解釈につき疑

義が生じた事項については、甲乙信義誠実の原則に則

り甲乙協議のうえ定めるものとする。 

（附 則）－平成 20 年 3 月 31 日制定－

この細則は、平成 20 年 4 月 1 日より実施する。

（附 則）（い） 

改正後の細則は、平成 23 年 4 月 1 日より実施する。 令和２年12月10日に改正した箇

所を（ろ）とした。 
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